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4.ピアモデルの解析 

(1)解析の目的、解析モデル・手法 

 ピアモデルによる解析は、非線形解析により照査を行った。 

 解析モデルでは、ピア、操作塔、操作橋（主桁のみ）をモデル化し、モデル化の範囲は

越流部天端より上部とした。 

 ピアは「非線形ファイバー要素」、その他は「線形の梁要素」でモデル化した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3-7 ピアの非線形解析モデル 
 

※ファイバー要素 

部材断面を n個のファイバーに分割し、部材断面をファイバーの集合体として表現する

要素である。各ファイバーに、物性値や非線形構成側を設定する。一例として、ピア基部

のファイバー断面を図 6.1.3-8に示す。断面はコンクリート要素と鉄筋要素で構成されて

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3-8 ファイバー要素の断面 

 解析手法は、静的解析（自重、静水圧）を行った後に、非線形動的解析（地震応答解析）

を行う。  
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(2)解析条件 

 解析用物性値は以下の通りとした。 

 

表 6.1.3-9 コンクリートの動的物性値   表 6.1.3-10 鉄筋の物性値 
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 コンクリート要素と鉄筋要素の非線形構成則を以下に示す（『コンクリート標準示方書』

による）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3-9 コンクリートと鉄筋の非線形構成則 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 動的解析に用いる地震動は、全体モデルから抽出し、各ピア基部にそれぞれ多点入力し

た。境界条件は、P2～P6はピア基部を固定、P1及び P7は操作塔基礎部を固定とした。 
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(3)ピアモデルの解析結果 

 1)応答変位 

ピア天端の最大応答変位を図 6.1.3-10に示す。最大応答変位は上下流方向が 11.1mm、

ダム軸方向が 42.9mmであり、いずれも P2が最大となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3-10 ピア天端の最大応答変位 

 

2)曲げ損傷状況 

各ピアの曲げ損傷の状況を図 6.1.3-11 に示す。いずれのピアも基部の鉄筋が降伏す

る結果となった。 

 

  

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3-11 ピアの曲げ損傷の状況 

  

3)発生ひずみ 

ピア基部のコンクリートの最大圧縮歪み、鉄筋の最大引張歪みの分布を図 6.1.3-12に

示す。コンクリートの最大圧縮ひずみ（圧縮:-）は-978μ、鉄筋の最大引張ひずみ（引

張：+）は 12,874μであり、いずれも P2が最大となった。 
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図 6.1.3-12 ピア基部の発生歪み 

 

最大ひずみが発生した P2のファイバー断面のひずみ分布を図 6.1.3-13に、最大ひず

みが生じた要素の応力－ひずみ履歴曲線を図 6.1.3-14 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3-13 ピア基部の発生ひずみ分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3-14 最大・最小ひずみ発生要素の応力－ひずみ履歴曲線（代表：P2） 
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4)せん断力 

せん断力分布を図 6.1.3-15 に示す。図にはコンクリート標準示方書に基づいて算出し

たせん断耐力を併記した。作用せん断力、せん断耐力とも、下部ほど大きくなる傾向があ

る。作用せん断力はせん断耐力以下で、せん断破壊は生じない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3-15 せん断力分布（全てのピアの最大値） 

 

(4)ピアモデルの耐震照査結果 

 1)照査基準 

 ピアの耐震性能照査は、「水力発電設備の耐震性能照査マニュアル」に準拠して行った。

照査基準を下表に示す。 

表 6.1.3-11 ピアの照査基準一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 2)照査結果 

 ピアの非線形解析結果と照査基準の比較を次表に示す。曲げ破壊、せん断破壊、応答変

位に関する照査基準をいずれも満足する結果となった。 

  



207 
 

表 6.1.3-12 ピアの照査結果一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.操作塔の耐震性能照査 

(1)解析結果 

 操作塔の発生応力は、長周期成分が卓越する深谷断層（内陸地殻内地震）で解析した結

果、Mw7.3 プレート内地震に比べ 5%程度大きくなった。また、Mw7.3 プレート内地震では

照査基準を満足する斜めトラス材について、深谷断層（内陸地殻内地震）で解析すると一

部の部材で照査基準を超過する結果となった。 

 深谷断層（内陸地殻内地震）で解析した操作塔の軸圧縮応力分布は図 6.1.3-16 に示す

とおりで、最大圧縮応力は主柱（H鋼）基部で 410 N/mm2（Mw7.3 プレート内地震の場合 390 

N/mm2）である。 

 また、合成応力分布（ミーゼス応力）は図 6.1.3-17 に示すとおりで、最大合成応力は

562N/mm2（Mw7.3プレート内地震の場合 537 N/mm2）である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3-16 操作塔の軸圧縮応力の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3-17 操作塔の合成応力の分布  
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(2)耐震照査結果 

 1)照査基準 

 操作塔の耐震性能照査は、類似構造物である鋼製ゲートの照査基準（「水力発電設備の耐

震性能照査マニュアル」）を参考に設定した。照査基準を下表に示す。 

 

表 6.1.3-13 操作塔の照査基準 

 

 

 

 

 

 

 

 2)照査結果 

 深谷断層（内陸地殻内地震）による操作塔の照査結果を表 6.1.3-14～表 6.1.3-15 に示

す。照査基準を超過している範囲を図 6.1.3-18に示す。 

 主柱（H 鋼）が座屈及び塑性化に対して照査基準を満足しない結果となった。座屈に対

しては操作塔の基部から約 6.8mの範囲、塑性化に対しては操作塔の基部から約 1.4mの範

囲が照査基準を超過する。また、補助構造部材である斜めトラス材については、一部の部

材において発生応力がわずかに許容値を超過した（表 6.1.3-14～表 6.1.3-15）。 

 

 3)操作塔の補強対策工法案 

 操作塔（主柱）の耐震補強工法は、図 6.1.3-19のような当て板補強とする。当て板によ

る主柱の補強の考え方を以下に示す。 

  ① 座屈と塑性化のうち、照査結果が厳しい座屈に対して設計する。 

  ② 最大発生応力 410 N/mm2は、許容座屈強度が 235 N/mm2に対し 175 N/mm2超過する。 

  ③ 当て板補強により主柱の断面積を増加させることで発生応力を緩和する。 

 なお、斜めトラス材は補助構造部材であって、操作塔全体への影響は小さく、且つ応力

超過は部分的であることから、部材の健全性を確認したうえで、対策の必要性を総合的に

判断する。 

 

表 6.1.3-14 操作塔の照査結果 
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表 6.1.3-15 操作塔の照査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3-18 操作塔の照査結果が NGになる範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3-19 耐震補強案  
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6.ゲートの耐震性能照査 

(1)耐震性能照査方法 

 D ダムのローラーゲートの耐震性能照査は、経済産業省「水力発電設備の耐震性能照査

マニュアル」に準拠して行う。 

 ゲートの照査は、ゲートの詳細モデルを用い、ダムの応答加速度及び動水圧を外力とす

る動的解析を行い、表 6.1.3-16 に示すローラーゲートの限界状態及び照査基準と比較す

る。ゲートの部材が座屈する場合や部材ひずみが弾性域を超える場合は、非線形解析が必

要である。 

 また、本検討では、ローラー部や戸当り金物などは解析モデルとして考慮せずに、解析

により評価される最大反力を用いてこれらが降伏強度を超過せず、ほぼ弾性域にとどまる

状態であることを確認する。 

表 6.1.3-16 ローラーゲートの限界状態及び照査基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)解析モデル 

 ゲートの解析モデルは、図 6.1.3-21 に示す照査フローにしたがって線形解析手法を適

用し、ローラー部や戸当り金物を除く部材を３次元シェル要素で詳細にモデル化した。ゲ

ートの３次元解析モデルを図 6.1.3-20に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3-20 ゲートの３次元解析モデル  
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図 6.1.3-21 ローラーゲートの耐震性能照査フロー 

 

地震時、ダムと貯水の相互作用によりゲートには大きな動水圧が発生し、ゲートのたわ

み性に起因し増大することが水中模型振動実験で確認されている。そこで、動水圧を適切

に評価するため、ダム及びゲートと貯水の連成を考慮した動的解析を行い、得られた動水

圧及び応答加速度を用いてゲートの照査を行う。 

 

(3)地震荷重 

 地震時、ダムと貯水の相互作用によりゲートには大きな動水圧が発生し、ゲートのたわ

み性に起因し増大することが水中模型振動実験で確認されている。そこで、動水圧を適切

に評価するため、全体モデルを用いてダム及びゲートと貯水の連成を考慮した動的解析を

行い、得られた動水圧及び応答加速度を用いてゲートの照査を行う。 
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(4)耐震性能照査結果（合成応力分布） 

 合成応力分布・変形図を図 6.1.3-22 に、照査の結果、鋼材の降伏応力を超過した範囲

を赤色で図 6.1.3-23、図 6.1.3-24に示す。横主桁-1端部のウェブで上流最大変位時は 738 

N/mm2、下流最大変位時は 1,471 N/mm2の応力が発生し、許容値を鋼材の降伏ひずみの 2倍

相当とした場合でもこれを超過するため、横主桁は弾性域内にとどまらない。よって、塑

性化に対する照査基準を満足しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3-22 ゲートの合成応力分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3-23 ゲートの合成応力分布（上流最大変位時 14.29s） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3-24 ゲートの合成応力分布（下流最大変位時 14.37s） 
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(5)横倒れ座屈 

 横主桁の横倒れ座屈応力は、道路橋示方書及び水門鉄管技術基準に準拠した。ただし、

横主桁が下流側へ変形する場合は、上流フランジがスキンプレートと接合しているため横

倒れ座屈を想定せず、上流側へ変形する場合のみ横倒れ座屈の照査を行った。この結果、

横主桁-1が許容値を超過することから、本ゲートは横主桁の横倒れ座屈に対して安全性を

有していない。 

 

(6)局部座屈 

 照査結果を図 6.1.3-25 に示す。上流最大変位時は横主桁-1 から横主桁-13 の中央フラ

ンジに圧縮応力が発生するが、最大応力は 241 N/mm2で座屈応力度（315 N/mm2）以下であ

る。また、下流最大変位時は横主桁-1 から横主桁-9 の端部フランジに圧縮応力が発生す

るが、最大応力は 265 N/mm2で座屈応力度（315 N/mm2）以下である。以上より、横主桁の

圧縮フランジは局部座屈に対して安全性を有している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3-25 局部座屈照査図 

 

(7)曲げとせん断を受けるパネル座屈 

 照査結果を図 6.1.3-26に示す。上流最大変位時に横主桁-1の中央ウェブと縦桁の上部

ウェブで照査基準を満足しない。いずれも曲げモーメントによる圧縮応力が卓越するため

である。また、下流最大変位時に横主桁-1 及び横主桁-2 の端部ウェブと縦桁の上部ウェ

ブで照査基準を満足しない。横主桁-1 及び横主桁-2 はせん断力によるせん断応力が、縦

桁は曲げモーメントによる圧縮応力が卓越するためである。以上より、横主桁及び縦桁の

ウェブは曲げとせん断を受けるパネルの座屈に対して安全性を有していない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3-26 曲げとせん断を受けるパネル座屈照査図  

(上流最大変位時 14.29s) (下流最大変位時 14.37s) 

(上流最大変位時 14.29s) (下流最大変位時 14.37s) 
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(8)その他、モデル化していない部材の照査 

 ローラー部は塑性化に対して鋼材の降伏強度を超過し、許容値をエネルギー一定則に基

づいて降伏ひずみの 2倍相当にしても弾性域にとどまらない。 

 戸当り金物は、ほぼ弾性域に留まる状態である。 

 ゲート上下流方向の変位は小さく水密性を確保できる。 

 

(9)ゲートの耐震性能照査のまとめ 

 以下に、大規模地震時におけるローラーゲートの耐震性能の照査結果を列記する。 

 ①塑性化に対しては、横主桁で鋼材の降伏強度を超過する。許容値をエネルギー一定則

に基づいて降伏ひずみの 2倍相当にしても弾性域内に留まらない。 

 ②座屈に対しては、横倒れ座屈及びパネル座屈がクリティカルとなる。横主桁-1が横倒

れ座屈、縦桁がパネル座屈に対して照査基準を満たさない。 

 ③ローラー部は塑性化に対して鋼材の降伏強度を超過し、許容値をエネルギー一定則に

基づいて降伏ひずみの 2倍相当にしても弾性域内に留まらない。 

 ④戸当り金物は、ほぼ弾性域内に留まる状態である。 

 ⑤ゲート上下流方向の変位は小さく水密性を確保できる。 

 

 以上より、ローラーゲートは表 6.1.3-16 に示すローラーゲートの限界状態及び照査基

準を満足しないことから、要求性能 1-1)及び要求性能 1-2)を満足しない。 

 

表 6.1.3-17 ゲートの照査結果 

＞ 
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【事例 3-2】頭首工の耐震照査例 

 報文 「大雪頭首工の補修・補強工法について 

（既設頭首工の耐震補強検討工法の報告）」皆川ら,2015 
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6.2 [資料]既存ダムの洪水調節機能の強化に向けた基本方針 

 

 

  



220 
 

 

 

 

 

 

 

  



221 
 

 

 

 




